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新型コロナウイルス感染症のパンデミック以降、小売業

界はデジタル化された未来に向かって進んでおり、大量の

商品供給主導型のアプローチから、個々の消費者に向け

てデータに基づいたハイパーパーソナライズされた体験へ、つ

まりマスからマイクロへと変化している1。しかし、移行コスト

の高さや、レガシーシステムや従来のビジネスモデルによる

逆風を考えると、変革は口で言うほど簡単ではない。消

費者の細分化、販売量の減少、サプライチェーンの問題、

コストの増加、技術的負債といった、移行に伴う課題は

依然として山積している。これらの課題が一部の小売企

業を事業存続の瀬戸際に追い込むような成否を分ける

時代となっている。

ここ数年、小売業界は成長の停滞（セクターにもよるが、

年平均成長率は1.5％から3.5％）に直面しており2、企

業間競争と便利なオムニチャネル体験を求める消費者

の需要によって利幅が圧迫されている。当面の競争に打

ち勝つために、デジタル導入コストによる効率性への対処

やパートナーシップの構築、新たな収益源を開拓する革

新的な手段が急務となっている。

小売企業がより少ないリソースでより多くのことに対処し

なければならない状況において、自動化とテクノロジーは

有望といえるだろう。特に、生成AIはハイプサイクルを超え、

目に見える成功を収めつつあるようだ。

ブラックフライデーの週末にチャットボットなどの生成AIツー

ルを提供した小売企業によると、コンバージョン率が15％

向上したと報告したほか3、小売企業のバイヤー10人中6

人は、AI対応ツールによって2024年の需要予測と在庫管

理が改善されたと述べている4。デジタル効率性が高まる

中、販売計画、サプライチェーン、マーケティングといった戦

略的分野での進歩を含め、2025年は飛躍の年になるか

もしれない。小売企業幹部の10人中7人は、各体験の

パーソナライズを支援するAI機能を年内に導入する予定

と回答している5。

このような可能性が、小売業界のより前向きな見通しに

拍車をかけている。最近の調査において、小売企業幹部

は2025年における業界の平均成長率を一桁台半ばと

予想している。そして、ロイヤルティプログラムの強化、デジ

タルコマースの強化、オムニチャネル体験の向上を最大の

成長機会に挙げた。これらは全て、消費者にとってより包

括的で摩擦のない、パーソナライズされた体験を生み出す

ために重要な要素であるという点で注目に値する6。

デロイトが実施した小売業界幹部を対象にした調査や

専門家へのインタビュー、財務分析から、効率を高め、マ

スからマイクロへ目標を前進させるための小売業界のトレ

ンドとして、次の3つが挙げられる。

⚫ 価値を求める消費者とのエンゲージメント

⚫ オムニチャネル機能の活用

⚫ マスからマイクロへの効率的な移行

エグゼクティブサマリー
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現在のトレンドを踏まえると、大きな変化がない

限り、好調な経済が小売売上高を押し上げる

と予想される

小売売上高は、引き続き経済成長の恩恵を受

けると予想される。米国は、パンデミック後の回

復において、先進国の中で突出している7。この

傾向は今後も続き、2024年の実質GDPは

2.8％増、2025年は2.4％増の見通しである8。

成長率は2026年に若干鈍化するかもしれない

が、2029年までは2％前後で推移する見込みだ。

近年の傾向と同様に、消費者は成長の原動

力として引き続き重要な役割を果たす可能性

が高い。小売企業にとって、次の3つのことが有

利に働いている。

⚫ インフレは着実に緩和している。2024年10

月の米国個人消費支出（PCE）のインフレ

率は2.3％と、2022年6月のピーク時の7.2％

を大きく下回っている9。結果として、インフレ

率の低下により、消費者の購買力は高まる

はずだ。

例えば、実質平均時給は、2024年11月ま

での1年間で1.2％増加し、2023年の同期

の0.8％増を上回った10。そして、インフレは

2025年から2029年にかけてさらに緩和すると

予想する。

⚫ 消費者は、健全な労働市場から引き続き

恩恵を受けるだろう。非農業部門の雇用者

数は、2024年1月～11月まで月平均

180,364人と安定したペースで増加しており、

名目賃金の伸びはパンデミック前の水準を

上回っている11。求人、レイオフ、退職に関す

るデータによると、それぞれの割合はパンデ

ミック前と同程度である12。失業率は4.2％

と低く、労働参加率は62.5％でパンデミック

前よりわずかに低いだけである13

⚫ 米連邦準備制度理事会（FRB）の金融

緩和政策により、消費者は高い借入コスト

から解放される可能性が高い。デロイトの予

想では、2025年末までにFRBはフェデラルファ

ンド（FF）金利を3.75～4％に引き下げる

と見通している14。

政策金利が下がると、クレジット債務などの

変動金利ローンの金利も低下するだろう。

30年固定住宅ローン金利も長期国債利回

りの影響を受けるため、住宅ローン金利への

影響は少ないとみられる。

このシナリオでは、2025年の個人消費は3.1％

増と予測している。耐久消費財への支出の伸

びは、2025年には4.7％と高水準を維持した後、

今後数年間で緩やかに鈍化する見込みだ（図

1）。耐久消費財への支出が堅調であれば、

2025年の小売売上高の伸びを後押しすること

になるだろう。

別のシナリオでは、小売売上高の見通しにリス

クが生じる可能性を示唆している。関税の急激

な引き上げ（中国からの輸入品は60％、その

他の貿易相手国からの輸入品は20％）は、よ

り広範な景気減速を引き起こすかもしれない15。

このシナリオでは、FRBは2026年に利上げを余儀

なくされ、その年の個人消費と国内総生産

（GDP）は縮小する公算が大きい。これは小

売売上高を押し下げる可能性がある16。

デロイトのエコノミストであるAkrur Baruaの視点
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現代の消費者は、年齢、世帯構成、民族性、性的

アイデンティティにおいて非常に多様化している。結婚

や家族の形成、マイホームの所有といった従来の節目

を遅らせるなど、既存の予測手法に疑問を投げかけ

ている17。この複雑さに加えて、より少ないものを入手

するためにより多くの支出が必要であることに苛立ちを

感じている18。インフレが緩和されているにもかかわらず、

物価の上昇は依然として最も大きな関心事で、特に

食料品店では、消費者は4年前と比べて20％も高い

価格に直面している（図2）。

消費者は所得層を問わず、より手頃な価格のブラン

ドやディスカウントショップの選択に切り替え、プライ

ベートブランドやコピー商品を求め、ブラックフライデーや

サイバーマンデーなどのプロモーション期間に購入を集

中させている19。また、調査対象の小売企業幹部の3

分の2は、予算が限られている消費者は生活必需品

に重点を置き、今後も少量を頻度高く買い物をする

と予想している20。

この行動は、ある種のロイヤルティへの危機を引き起こ

している21。消費者は購入するたびにより多くの「価

値」を求めるため、「サービスコスト」が最も低い小売企

業がビジネスを勝ち取ることが多い22。小売企業幹部

の10人中6人近くは、この先数年間、消費者はロイヤ

ルティよりも価格を重視するとみている23。

価値は消費者によって異なる。品質と価格を重視す

る人もいれば、経験や利便性を重視する人もいるだ

ろう。したがって、小売企業の課題は、価格に敏感で、

価値を求めている消費者に対し、一人一人にパーソナ

ライズされた方法で価値を提供することである。

デロイトが実施した最近の調査では、小売企業はこの

課題に取り組み、様々なパーソナライズ戦略を通じてマ

スからマイクロに移行していることを指摘している。

⚫ ロイヤルティプログラム：調査対象の小売企業幹

部の約半数によると、今後1年間で最大の事業

成長の機会は、ロイヤルティプログラムの強化にあ

る24。具体的には、パーソナライズ、階層化、共同

ブランド化を通じて収益性の高い取引を生むプロ

グラムに投資している。

⚫ エンゲージメント体験：幹部の10人中4人が、購

買体験の改善により顧客の関心を引くことを計画

している25。AIや機械学習（ML）は、特に正確な

ターゲティングと広告キュレーションにおいて、顧客エ

ンゲージメントを強化する大きな機会をもたらす。

例えば、あるデニム販売企業は、対話型の音声ア

ンケートによるジーンズのフィットガイドを試験的に導

入し、消費者のウエストサイズに至るまでパーソナラ

イズしたオンラインショッピング体験を強化した26。ま

た、店舗でのパーソナライズしたお薦め情報や商品

情報を提供するために、インタラクティブなディスプ

レイやデジタルサイネージに投資している企業もある。

⚫ 利便性の向上：調査対象の小売企業幹部の約

半数は、消費者を惹きつける鍵は利便性で、特に

ラストワンマイルでの配送オプションや在庫の可視

化が重要だと述べている。幹部はまた、生成AIが

商品を推奨したり、価格を比較したりすることで、

消費者に効率性を提供できると考えている。そし

て幹部の10人中7人は、今後1年間で、小売企

業がこのようなツールをますます活用するだろうと回

答した。

⚫ 割引とプロモーション：様々な戦略を用いて価値

を求める消費者を惹きつけ維持しようとしているに

もかかわらず、価格は依然として懸念事項である。

調査対象幹部の10人中8人は、今後、さらに価

格競争が激化すると予想している。しかし、幹部

の4分の3は、AIが需要や競争などの要因に基づく

ダイナミックプライシングに役立つと期待している27。

価値を求める消費者との
エンゲージメント
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競争優位性を求める小売企業にとって、細分化された多様な価値を求

める消費者を惹きつけ維持するために、カスタマイズへの移行はより重要

になっている。しかし、小売企業の多くはレガシーシステムとサイロ化された

データが主流であるが故、有用なインサイトを得るまでに数日かかる可能

性があり、変化する消費者の好みに迅速に対応する能力に影響を与え

ている。

今後1年間はデータ品質への取り組みが不可欠であり、もし行わなけれ

ば、正確な予測、エンドツーエンドでの在庫の可視化、パーソナライズされ

た体験など、AI対応ツールへの期待に応えることはできないかもしれない。
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小売企業幹部にとって2025年の最優先事項は、デジタ
ル変革やオムニチャネル化の加速である。3分の1の幹部
が、正確なリアルタイムでの在庫の可視化、複数チャネ

ル利用顧客に関する単一データベース、様々なフルフィ

ルメントオプションなど、効率を生むために大規模な投

資を計画していると述べている。これらは全て、マスからマ

イクロへの対応を可能にするものである28。

長い間、オムニチャネル体験は諸刃の剣であった。オムニ

チャネルでの購買顧客の支出は、単一チャネルの買い

物と比べて月1.5倍というデータがある29。しかし、多くの

小売企業は、オムニチャネルサービスを収益化する方法

を見つけきれていない。ピッキング作業や梱包、加工処

理など、手間のかかる工程によりコスト増の可能性があ

る。この問題をさらに複雑にしているのは、小売企業が

ショッピングジャーニーを支援するサードパーティーベンダーに

支払う手数料である（適合予測ツール、商品表示テク

ノロジー、ファイナンスなど）30。

顧客のパーソナライズを強化しながらより収益性の高い
取引を生むために、2025年小売企業は、自社配送サー
ビスの拡大、ショッパブルメディア、実店舗の強化という3
つの分野に注力するようだ。

自社配送サービス

調査対象となった幹部の10人中7人は、2025年に小

売企業は自社配送機能を拡大すると回答した。さらに、

幹部の64％は、この自社配送サービスの拡大をサポート

するために、自動化されたマイクロフルフィルメントセン

ターの数が今後5年間で大幅に増加すると考えている31。

長年にわたり、小売企業は、オンラインで購入した商品

の実店舗での受け渡しやカーブサイドピックアップ（店

舗の駐車場での受け渡し）、消費者の玄関先までの

配達など、無料のオムニチャネルサービスを提供してきた。

しかし、一部の小売企業は、食料品受け取り窓口など

で30分または1時間といった迅速な受け取りに追加料

金を設定する市場テストを行っており、その料金は小売

企業や地域によって3.99米ドルから9.99米ドルとなって

いる32。このような支払い意欲はデリバリー分野で特に

顕著で、ある大手小売企業によれば、デリバリー利用

顧客の30％はより迅速なサービスのために追加料金を

支払う意思があると報告している33。

このトレンドにより、小売企業は、カーブサイドピックアップ

やデリバリーなど、オムニチャネル分野での配達密度と収

益性の向上を促進できるようになるだろう。

ショッパブルメディア

小売企業がマスからマイクロへの進化を検討するにつれ

て、特に若年層顧客をターゲットにしてエンゲージメントを

強化する点において、ソーシャルコマースやインフルエン

サー、ショッパブルメディアを組み込んだオムニチャネル戦

略がますます重要になるだろう。Z世代は今や重要な顧

客層であり、2024年のグローバルでの顧客価値は、9兆

8,000億米ドルに達すると推定されている34。若年層は

デバイスやビデオゲーム、ソーシャルメディアに多くの時間

を費やすことが多いため、小売企業は熱心なユーザーに

アクセスすることで、顧客獲得コストを削減する機会を

得ている。例えば、Z世代の62％が「毎日TikTokを利用

している」と回答しており、これが米国におけるTikTok

ショップでの取引急増に拍車をかけている（2024年11

月、前年比156％増）35。

オムニチャネル機能の活用
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調査対象の小売企業幹部の10人中8人が、2025年にはソーシャルコ

マースが増加すると予想している36。しかし、環境は急速に変化しており、

小売企業はこうした購入客の好みを把握する必要がある。例えば、

ショッパブルコンテンツは、既存のソーシャルメディアプラットフォームやイン

フルエンサーの枠を超えている。NetflixはGoogleと提携し、自社のドラマ

シリーズ『エミリー、パリへ行く（原題：Emily in Paris）』のファッションア

イテムを視聴者がGoogleレンズを介して購入できるようにしている37。こ

のようなコラボレーションにより、小売企業はファンダム（情熱的で献身

的なファンのコミュニティ）の関心を引きつけ、より強固な顧客関係を構

築し、ブランドロイヤルティを高め、売上を拡大するための新たな方法を

切り開けるだろう。

顧客獲得コストは、オムニチャネルの収益化が難しい要因のひとつとし

てしばしば引き合いに出される。しかし、ソーシャルコマースの本質そのも

のが、小売企業の投資を促すのではないだろうか。特に、ソーシャルコ

マースは熱心な顧客に直接アクセスできるため、コンバージョン率が高ま

る可能性がある。

実店舗の強化

実店舗の減少が報じられているにもかかわらず、消費者の80％は依然

として実店舗で購入しており38、米国内のショッピングセンターの空室率

は、過去20年間で最低の5.4％である39。さらに、店舗の役割は進化し

続けており、調査対象幹部の3分の1以上が、店舗体験の強化を最大

の成長機会として挙げている40。しかし、マスからマイクロへの移行を考

えるとき、実店舗はマスへのサービス提供にとどまることが多く、オンライ

ンでは実現しやすいパーソナライズが欠けている。

しかし、店舗は進化している。一部の小売企業は、データに基づく店舗

設計やレイアウトの最適化に焦点を当て、店舗での購買体験を向上さ

せるために、様々なテクノロジーやAIを導入している。また、没入型購買

体験を実装し、タッチスクリーンやVR（仮想現実）ステーション、AR

（拡張現実）などのデジタルテクノロジーを組み入れている小売企業

もある。調査対象の消費者の約半数（47％）は、デジタルスクリーン

が店舗での食料品の購買体験にプラスの影響をもたらすことに同意し

ている41。

調査対象幹部の4分の3は、店舗での盗難防止への投資を増やしてい

ると述べている42。最近のRFID（無線自動識別）タグの価格引き下

げによって小売企業はより幅広い商品に手頃な価格でタグ付けできる

ようになり、在庫追跡と可視性が強化されたことで効率性を高めている
43。これにより、より多くの商品を棚に陳列することができ、ディスプレイ

ケースをロックせずに済むため、ショッピングの利便性が向上することにな

る44。

小売企業がオムニチャネルサービスの収益性を高めようとする中、調査

対象幹部の半数近くが、2025年に実店舗の改装や新店舗に中規模

から大規模の投資を計画している45。企業は、利便性の高い立地、小

型の食料品店、ユニークな体験を提供するデスティネーションストアに重

点を置き、戦略的に事業拡大に取り組んでいるようである。

ショッパブルメディアチャネルの収益性を高める要素

⚫ 信頼：友人やインフルエンサーが商品の検証をサポートする。

⚫ 返品の減少：バーチャルな商品閲覧とインタラクションにより、消費

者はより多くの情報に基づいた選択ができる。

⚫ ロイヤルティ：消費者が好むメディアプラットフォームに購買体験が組

み込まれているため、利便性が向上し、リピーターになる可能性が高

い。
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小売業界がマスからマイクロへ、デジタルファーストモデル

へ移行することに伴い、コスト削減と効率化が鍵となる。

コスト削減は、調査対象の小売企業幹部が2025年の

優先事項として2番目に挙げ46、レガシーシステムに依存

している企業にとっては喫緊の課題となっている。このよう

なレガシー技術の負債は、このハイパーパーソナライズされ

た時代において、変革し競争に打ち勝とうとしている企

業にとっては挑戦となる。レガシーシステムの更新や入れ

換えは、作業負荷と資本コストの両面で困難を伴うだろ

う。その結果、一部の小売企業は複雑な選択を迫られ

ている。それは、利益率を犠牲にしてデジタル化するか、

その場しのぎのソリューションで顧客と競争の優位性を失

うリスクを負うかという選択である。

変革を受け入れている企業もある。例えば、ある靴小売

企業は、顧客との関係を深化させ、より良いオムニチャネ

ル体験を作り、ロイヤルティを向上させるために、テクノロ

ジーの大幅なアップグレードを行っている。この強化により、

従業員がマーチャンダイジングやマーケティング、全体的な

顧客体験において、データに基づいた意思決定ができる

だろう47。

小売企業が2025年に成長を目指すためには、単なるコ

スト削減ではなく、コスト最適化に焦点を当てるべきであ

る。このアプローチには、生産性の向上、新機能の導入

やアウトソーシング、新しい収益源の開拓などにおいて節

約したコストを再投資することが含まれる。

人材と生産性

調査対象の小売企業幹部の3分の2は、2025年に従

業員の雇用や離職防止、将来の準備に対して中規模

から大規模な投資を割り当てる予定である48。特に、

店舗スタッフ、マネージャー、配送センターの従業員など、

現場の働き手の離職率の高さに悩まされる小売企業

にとって、人件費は依然として懸念事項である。従業

員に対する長期在籍への期待は、管理職レベルであっ

ても変化している49。

離職率の高さは、最終的に購買顧客に影響を与えか

ねない。適切な人材を惹きつけ、早急に業務に慣れさ

せ、できるだけ早く生産性を確保することは、事業と顧

客体験の成功に不可欠だ。AIツールは、従業員に今後

のタスクを案内したり、業務上の質問に速やかに回答し

たりすることができるため、広範なトレーニングの必要性

が減り、従業員がより効率的に業務を行えるようになる。

その他のメリットとして、従業員が自由に顧客と直接や

り取りできるようになる。例えば、ある食料品店では、タ

スク管理プラットフォームを導入し、その結果、店舗の

80％以上でタスク完了率が向上し、平均で2桁の生産

性向上が見られた50。

先進的な小売企業は、アウトソーシングによって生産性

と事業成果を上げ、パートナー企業との従来の取引アプ

ローチから移行しつつある。このようなパートナーシップを

通じて、小売企業は自社の中核機能（例えばスペー

ス管理、オムニチャネルサービス、場合によってはデータプ

ライバシーやサイバーセキュリティなど）を向上させ、報酬

の高い人材を削減することができるだろう。

マスからマイクロへの

効率的な移行
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サプライチェーンの最適化

小売企業幹部の10人中3人は、販売計画、サプライチェーン、店舗運

営の統合など、自社のサプライチェーンを近代化するために、大規模な

テクノロジー投資を計画している51。こうしたテクノロジーやイノベーションに

投資することで、より効果的な意思決定や業務効率化が可能になり、

細分化された消費者の需要に対応できるようになる。例えば、ある照

明器具メーカーはAIを活用して、季節ごとの需要を管理しているほか、コ

ストを削減し、ネットワーク全体で無駄のない在庫状況を保っている。

店舗では、商品のピッキングや配送ルートの改善、ワークフローの合理化、

顧客体験の向上にAIを役立てている52。

調査対象の小売企業幹部は、次の分野の投資に焦点を当てている。

⚫ AI予測：需要計画、在庫管理、配送・供給ルートの最適化

⚫ 倉庫自動化：ロボットシステムによる手作業の削減

⚫ 在庫のリアルタイム可視化：チャネル全体の出荷と在庫を監視する

追跡システム

M&A

小売企業幹部の半数以上（53％）は、2025年に中規模から大規

模のM&A投資を計画している（2024年は30％）53。この投資の一因

と考えられるのは、倒産の懸念や複雑なデジタル事業を運営するため

のコスト増である。

小売企業は、合併による事業規模の拡大や収益源を多様化すること

で、より効率的な収益化の道筋を築こうとしている。

このような買収には付加的なメリットがある。パーソナライズされた体験の

創出を支援するテクノロジー企業や物流企業を買収することで、小売企

業はマスからマイクロへの目標を達成できる（図3）。例えば、ある大手

小売企業は最近、テレビと広告のプラットフォームを買収し、消費者デー

タの収集、各世帯に適した広告の調整、広告販売からの追加収益の

機会を創出した54。このような買収は、小売企業が中核である小売を超

えて顧客ライフサイクルの新たなポイントへのアクセスを試みる、より広範

な傾向の一部である。例えば、ある農業園芸用品チェーンは、オンライン

のペット薬局の買収に合意し、対応可能な市場規模を150億米ドル拡

大した55。

新たな収益源

小売企業幹部の4分の3は、新たな収益源を得るために中規模から大

規模な投資を行う予定である56。特に、消費者データの収益化、サプラ

イチェーンサービス、その他のB2B機能（マーケティング、ソーシャルメディア、

修理サービスなど）に関心を持っている。

いくつかの大手小売企業は、リテールメディアネットワーク（RMN）の収

益性が高く、中核事業に比べて高い利益を上げていることに気づいて

いる。RMNは、2027年まで年率20％の成長が見込まれており、最も成

長が期待されている広告チャネルになると予想されている57。
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小売企業がマスからマイクロまでを熟知し、閲覧パターン、消費者の嗜好、

購入履歴など、マイクロコンシューマーセグメントを理解するにつれて、

RMNの価値はさらに高まる。

小売企業は、2025年にRMNの可能性を最大化するために、自社のバ

リュープロポジションの見直しを検討してもよいだろう。自社のデータから最

も利益を受けるのは誰かをうまく見極めることで、小売企業は従来のサプ

ライヤーとの関係を超えた新たな提携関係を築くことができる。例えば、

独自の消費者層をターゲットにして、より小規模な小売企業とコンソーシ

アムを形成し、より広範なメディアネットワークを構築することも考えられる。

地方に顧客を持つ小売企業は、医療機関や地方銀行など、従来とは

異なる広告主から関心を集めるかもしれない。

このアプローチは、AIを活用した分析やMLと組み合わせることで、リテール

メディアにおける大きなイノベーションを推進することができるだろう。最終

的には、最も正確なデータとそのデータを活用する能力のある小売企業

が、マスからマイクロへの移行において有利な立場に立つことになるかもし

れない。
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小売企業が次世代の小売業界に向けた計画を行うに

あたり、2025年をデジタル化された未来への起点とするこ

とができる。経済的圧力と消費者の細分化により、ビジ

ネスモデルの近代化とデジタルファースト戦略の採用が求

められている。

傍観している小売企業は、マスからマイクロへの戦略と、

消費者の多くが期待する利便性やインスピレーション、ハ

イパーパーソナライズされた体験を生み出すために必要な

テクノロジーを既に採用している競合他社に遅れを取る

可能性がある。

結論
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小売企業幹部の予測

以下は、本調査の主要部分をまとめたものである。

消費者の優先事項

調査対象の小売企業幹部によると、消費者の傾向は

次の通りになると予想している。

⚫ モノよりも体験にお金を使う（80％）

⚫ 買い物のとき、生成AIの利用が増える（71％）

⚫ ソーシャルメディアで商品を購入することが増える

（68％）

⚫ 少量の買い物を頻繁に行う（67％）

⚫ ブランドロイヤルティよりも低価格を重視する

（56％）

成長機会

事業成長に向けて、調査対象の小売企業幹部が検討

しているのは次の通りである。

⚫ ロイヤルティプログラムの強化（46％）

⚫ デジタルコマース提供の強化（45％）

⚫ オムニチャネル体験の向上（44％）

課題

調査対象の小売企業幹部が挙げた最大の障壁は次の

通りである。

⚫ 気候変動による事業コストの増加（81％）

⚫ 価格競争の激化（80％）

⚫ 店舗での窃盗の増加（76％）

⚫ 次世代テクノロジーに起因する消費者からの信頼の

低下（69％）

Appendix
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財務分析

⚫ 収益性の高い成長：優れた企業（アウトパフォーム企業）は、健

全な負債水準を維持し、時価総額を増加させながら、より高い収

益成長と利益率を達成している。これにより、財政的な安定と市場

での優位性が維持されている。

⚫ 効率的な資産運用：優れた企業（アウトパフォーム企業）は、資

産効率と資本効率に長けており、資産回転率と投下資本利益率

がより高くなっている。在庫管理を改善すれば、財務の敏捷性と業

務効率をさらに高めることができる。

⚫ 資本配分の最適化：優れた企業（アウトパフォーム企業）は、負

債への低い依存度と優れた資本支出管理により、戦略的に資本を

配分している。これが、進化する小売業界における継続的な成長と

競争力の原動力となっている。
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Global”）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体であり、第三者に関して相互に

義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTLおよびDTTLの各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不

作為についてのみ責任を負い、互いに他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありませ

ん。DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。

デロイト アジアパシフィックリミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイトアジアパシフィックリミ

テッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、アジアパシフィックにおける100を

超える都市（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、ムン

バイ、ニューデリー、大阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務・法務

などに関連する最先端のサービスを、Fortune Global 500®の約9割の企業や多数のプライベート（非公開）企業を含むクライ

アントに提供しています。デロイトは、資本市場に対する社会的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を促し、より豊かな

経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して取り組むことを通じて、計測可能で継続性のある成果を

もたらすプロフェッショナルの集団です。デロイトは、創設以来175年余りの歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活動を

展開しています。 “Making an impact that matters”をパーパス（存在理由）として標榜するデロイトの45万人超の人材の活

動の詳細については、 www.deloitte.comをご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイトトウシュトーマツリミテッド（“DTTL”）、その

グローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人が本資料をもって専門的な助言やサービスを提

供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるような意思決定または行動をされる前に、適切な専門家

にご相談ください。本資料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いま

せん）をするものではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本資料に

依拠した人に関係して直接または間接に発生したいかなる損失および損害に対して責任を負いません。DTTLならびに各メン

バーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。

IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
http://www.bsigroup.com/clientDirectory
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